
45 

 

 

 

 

参考資料 

 

 

参考資料1 草津市における雇用の概観に関する研究過程........................47 

参考資料2 平成27年国勢調査の概要..........................................49 

参考資料3 平成27年国勢調査の集計体系及び結果の公表・提供等一覧............51 

参考資料4 産業大分類、男女別15歳以上雇用者－2015(平成27)年................52 

参考資料5 産業大分類、男女別15歳以上雇用者の割合－2015(平成27)年..........52 

参考資料6 職業大分類、男女別15歳以上雇用者－2015(平成27)年................53 

参考資料7 職業大分類、男女別15歳以上雇用者の割合－2015(平成27)年..........53 

参考資料8 常住地、年齢(5歳階級)、男女別15歳以上雇用者－2015(平成27)年.....54 

参考資料9 常住地、年齢(5歳階級)、男女別15歳以上雇用者の割合－2015(平成27)年 

................................................................54 

参考資料10 平成24年就業構造基本調査の結果を見る際の主な留意点..............55 

参考資料11 平成24年就業構造基本調査 調査票の記入のしかたp.12..............56 

参考資料12 男女、雇用形態、年齢階級別育児をしている雇用者数(育児休業制度利用

者に限る)－全国 平成24年就業構造基本調査.......................57 

参考資料13 男女、雇用形態、年齢階級別介護をしている雇用者数(介護休業制度利用

者に限る)－全国 平成24年就業構造基本調査.......................57 

参考資料14 平成24年就業構造基本調査の結果から－介護・看護を理由とする離職者

－..............................................................58 

参考資料15 平成29年度滋賀県統計出前講座 国および滋賀県の雇用概観について..59 

参考資料16 有効求人倍率の推移－全国、滋賀県、ハローワーク草津管内 1995(平成

7)年度～2016(平成28)年度........................................69 

参考資料17 安心して働くための「無期転換ルール」とは........................70 

 

 

 



46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



47 

 

 

参考資料 1 草津市における雇用の概観に関する研究過程 

(１)概要 

基幹統計調査の実施部門や、統計活用支援に係る関係団体へのヒアリング・定期相談

等により、草津市における雇用の概観に資する的確なデータ集計を行う。 

また、草津市の就労支援計画策定や就労支援実施の各部門との意見交換により、集計

結果による課題抽出や洗い出しを行う。 

 

(２)実施期間 

 2017(平成 29)年 4月から 2018(平成 30)年 3月まで 

 

(３)実績 

・4月 27日(木)から 8月 30日(水) (総務省統計局 調査企画課二次利用担当) 

  事業名：調査票情報の提供の申出に係る事前相談 

  内容：基幹統計調査の調査設計に伴う標本誤差・秘匿処理見通しについて事前相談 

・5月 17日(水)から 5月 19日(金) (総務省 統計研究研修所) 

  研修名：統計入門課程「統計利用者向け入門」 

  内容：統計の初歩と、データのまとめ方や主要統計指標の見方等、実際の統計データ

による利活用の基礎知識を修得 

・6月 16日(金)から 12月 4日(月) (草津市 商工観光労政課・生活支援課) 

 事業名：草津市における雇用の概観に関する意見交換 

 内容：基幹統計調査の集計項目、集計結果についての意見交換 

・6月 28日(水) 13時 30分から 16時 30分 (総務省統計局・総務省統計研究研修所) 

  研修名：自治体職員対象「統計データ利活用研修会」 

  内容：統計ミクロデータの活用方法や分析手法を修得 

・7月 14日(金) 13時 30分から 15時 30分 (滋賀県統計課) 

  事業名：平成 29年度しが統計アクション事業「滋賀県統計相談」 

  内容：滋賀大学教員及び滋賀県統計課職員へのデータ作成に関する事前相談 

・12月 7日(木) 10時から 12時 (草津未来研究所) 

  事業名：平成 29年度 草津市における雇用の概観に関する研究会 
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  内容：滋賀県統計課分析係 鈴村主幹兼係長による話題提供の後、意見交換 

 

(４)実施方法 

・公的統計の体系的整備についての理解や、統計データの取得・利用方法等の修得を図る。 

・基幹統計調査の調査票情報について、標本調査等の調査設計に伴う標本誤差・秘匿処理

の制約等を考慮した、的確な集計・分析手法を協議する。 

 

(５)ヒアリング・定期相談機関 

○統計活用支援団体 

総務省 統計研究研修所 

独立行政法人 統計センター 

国立大学法人 滋賀大学データサイエンス学部 

○基幹統計調査実施部門 

総務省統計局 統計調査部 調査企画課二次利用担当 

総務省統計局 統計調査部 国勢統計課 労働力人口統計室 

滋賀県 県民生活部 統計課 

○庁内関係部門 

草津市環境経済部 商工観光労政課 

草津市健康福祉部 生活支援課 

 

(６)研究会メンバー 

松原 豊彦 学校法人立命館 副総長(草津未来研究所 所長) 

志賀 文昭 株式会社しがぎん経済文化センター 産業・市場調査部 主席研究員 

長山 真由美 株式会社しがぎん経済文化センター 産業・市場調査部 課長代理兼研究員 

金田 重宏 近畿経済産業局 地域経済部 地域経済課 地域開発室 調査官 

岩根 和哉 近畿経済産業局 地域経済部 地域経済課 地域開発室 地域経済分析シス

テム普及活用支援調査員 

鈴村 悦造 滋賀県県民生活部 統計課分析係 主幹兼係長 

河原 健一 草津市環境経済部 商工観光労政課 専門員 

猪口 俊輔 草津市健康福祉部 生活支援課 主査 
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参考資料 2 平成 27年国勢調査の概要 

 

 出所：「平成 27年国勢調査結果」(総務省統計局) 
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 出所：「平成 27年国勢調査結果」(総務省統計局) 
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参考資料 3 平成 27年国勢調査の集計体系及び結果の公表・提供等一覧 

 

 出所：「平成 27年国勢調査結果」(総務省統計局) 
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(人，％)

男女

産業大分類 男 女 男 女

総数 31,094 23,567 100.0 100.0

農業，林業  124 89 0.4 0.4

漁業    - - - -

鉱業，採石業，砂利採取業 2 - 0.0 -

建設業 1,706 393 5.5 1.7

製造業 11,462 3,841 36.9 16.3

電気・ガス・熱供給・水道業 230 47 0.7 0.2

情報通信業 848 262 2.7 1.1

運輸業，郵便業 1,913 462 6.2 2.0

卸売業，小売業 3,840 4,373 12.3 18.6

金融業，保険業 775 915 2.5 3.9

不動産業，物品賃貸業   502 332 1.6 1.4

学術研究，専門・技術サービス業    922 549 3.0 2.3

宿泊業，飲食サービス業 1,263 1,955 4.1 8.3

生活関連サービス業，娯楽業 754 934 2.4 4.0

教育，学習支援業 1,578 1,785 5.1 7.6

医療，福祉 1,450 5,136 4.7 21.8

複合サービス事業 227 136 0.7 0.6

サービス業(他に分類されないもの) 1,671 1,203 5.4 5.1

公務(他に分類されるものを除く) 1,213 617 3.9 2.6

分類不能の産業 614 538 2.0 2.3

(再掲)

　割合5％未満の産業　計 8,924 5,274 28.7 22.4

割合実数

出所：政府統計の総合窓口(e-Stat)より草津未来研究所作成 

出所：政府統計の総合窓口(e-Stat)より草津未来研究所作成 

参考資料 4 産業大分類、男女別 15歳以上雇用者－2015(平成 27)年 

参考資料 5 産業大分類、男女別 15歳以上雇用者の割合－2015(平成 27)年 
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(人，％)

男女

職業大分類 男 女 男 女

総数 31,094 23,567 100.0 100.0

管理的職業従事者 231 25 0.7 0.1

専門的・技術的職業従事者 6,393 5,124 20.6 21.7

事務従事者 5,413 6,605 17.4 28.0

販売従事者 4,327 3,167 13.9 13.4

サービス職業従事者 1,968 3,889 6.3 16.5

保安職業従事者 726 35 2.3 0.1

農林漁業従事者 284 63 0.9 0.3

生産工程従事者 7,009 2,653 22.5 11.3

輸送・機械運転従事者 1,355 57 4.4 0.2

建設・採掘従事者 1,080 34 3.5 0.1

運搬・清掃・包装等従事者 1,753 1,472 5.6 6.2

分類不能の職業 555 443 1.8 1.9

(再掲)

　割合5％未満の職業　計 4,231 657 13.6 2.8

実数 割合

参考資料 6 職業大分類、男女別 15歳以上雇用者－2015(平成 27)年 

参考資料 7 職業大分類、男女別 15歳以上雇用者の割合－2015(平成 27)年 

出所：政府統計の総合窓口(e-Stat)より草津未来研究所作成 

出所：政府統計の総合窓口(e-Stat)より草津未来研究所作成 
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(人，％）
常住地

男女，年齢
雇用者 草津市 1) 県内他市町 他県 雇用者 草津市 1) 県内他市町 他県

 男　　　　 33,735 11,748 15,448 6,539 100.0 34.8 45.8 19.4
  15 ～ 19 歳 830 412 247 171 100.0 49.6 29.8 20.6
  20 ～ 24 歳 3,160 1,609 942 609 100.0 50.9 29.8 19.3
  25 ～ 29 歳 3,006 1,245 1,391 370 100.0 41.4 46.3 12.3
  30 ～ 34 歳 3,390 1,220 1,656 514 100.0 36.0 48.8 15.2
  35 ～ 39 歳 3,913 1,294 1,898 721 100.0 33.1 48.5 18.4
  40 ～ 44 歳 4,581 1,392 2,254 935 100.0 30.4 49.2 20.4
  45 ～ 49 歳 4,046 1,176 1,863 1,007 100.0 29.1 46.0 24.9
  50 ～ 54 歳 3,678 990 1,737 951 100.0 26.9 47.2 25.9
  55 ～ 59 歳 2,901 807 1,427 667 100.0 27.8 49.2 23.0
  60 ～ 64 歳 2,125 681 1,116 328 100.0 32.0 52.5 15.4
  65 歳 以 上 2,105 922 917 266 100.0 43.8 43.6 12.6

 女　　　　 26,944 12,953 12,232 1,759 100.0 48.1 45.4 6.5
  15 ～ 19 歳 644 302 263 79 100.0 46.9 40.8 12.3
  20 ～ 24 歳 2,463 1,126 1,067 270 100.0 45.7 43.3 11.0
  25 ～ 29 歳 2,638 1,013 1,405 220 100.0 38.4 53.3 8.3
  30 ～ 34 歳 2,781 1,170 1,384 227 100.0 42.1 49.8 8.2
  35 ～ 39 歳 3,144 1,390 1,544 210 100.0 44.2 49.1 6.7
  40 ～ 44 歳 4,090 1,952 1,933 205 100.0 47.7 47.3 5.0
  45 ～ 49 歳 3,611 1,801 1,617 193 100.0 49.9 44.8 5.3
  50 ～ 54 歳 2,757 1,385 1,197 175 100.0 50.2 43.4 6.3
  55 ～ 59 歳 2,034 1,063 884 87 100.0 52.3 43.5 4.3
  60 ～ 64 歳 1,520 915 554 51 100.0 60.2 36.4 3.4
  65 歳 以 上 1,262 836 384 42 100.0 66.2 30.4 3.3
1) 草津市に常住している雇用者から、従業地が県内他市町、又は他県の人を除いた値。

実数 割合

参考資料 8 常住地、年齢(5歳階級)、男女別 15歳以上雇用者－2015(平成 27)年 

出所：政府統計の総合窓口(e-Stat)より草津未来研究所作成 

出所：政府統計の総合窓口(e-Stat)より草津未来研究所作成 

参考資料 9 常住地、年齢(5歳階級)、男女別 15歳以上雇用者の割合－2015(平成 27)年 
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参考資料 10 平成 24年就業構造基本調査の結果を見る際の主な留意点 

出所：「平成 24年就業構造基本調査結果」(総務省統計局) 
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参考資料 11 平成 24年就業構造基本調査 調査票の記入のしかた p.12 

出所：「平成 24年就業構造基本調査結果」(総務省統計局) 
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（人）

年齢

男女
雇用形態

総 数 15～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50歳以上

男
　正規の職員・従業員 189,000 900 11,300 45,300 58,900 49,300 17,800 5,400
　非正規の職員・従業員 5,700 100 1,700 400 1,500 600 1,000 400
女
　正規の職員・従業員 468,300 8,900 93,200 181,400 137,100 42,800 4,300 700
　非正規の職員・従業員 162,600 5,400 30,700 51,100 45,300 23,700 5,800 500
注)各数値は誤差を含む。
1)子が1歳になるまでの育児休業制度(育児・介護休業法に基づく休業等の制度)利用者。

育児休業制度利用者　1)

（人）

年齢

男女
雇用形態

総 数 30歳未満30～39歳40～44歳45～49歳50～54歳55～59歳60～64歳65歳以上

男
　正規の職員・従業員 24,600 400 2,100 2,400 5,200 4,700 6,500 3,200 0
　非正規の職員・従業員 5,700 300 200 300 700 900 500 2,200 500
女
　正規の職員・従業員 19,200 400 3,500 1,600 3,800 5,100 3,600 1,100 200
　非正規の職員・従業員 17,500 300 900 1,900 2,400 4,200 4,400 2,700 800
注)各数値は誤差を含む。
1)要介護状態にある対象家族1人につき、通算してのべ93日まで取得できる休業制度(育児・介護休業法に
  基づく休業等の制度)利用者。

介護休業制度利用者　1)

参考資料 12 男女、雇用形態、年齢階級別育児をしている雇用者数(育児休業制度利用者に

限る)－全国 平成 24年就業構造基本調査 

出所：政府統計の総合窓口(e-Stat)より草津未来研究所作成 

参考資料 13 男女、雇用形態、年齢階級別介護をしている雇用者数(介護休業制度利用者に

限る)－全国 平成 24年就業構造基本調査 

出所：政府統計の総合窓口(e-Stat)より草津未来研究所作成 
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参考資料 14 平成 24年就業構造基本調査の結果から－介護・看護を理由とする離職者－ 

出所：「明日への統計 2017」(総務省統計局) 


